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　いよいよ3月、今日は暦の上では啓蟄で、冬の間土の中にいた虫が、春になって這い出てくるという意味のようだ。北国の春は、まだまだ先のようだが、確実に陽の光は強くなっており、例年以上に寒かった冬も、ようやく峠は越したようだ。国会は、衆議院の予算委員会の出口も3月8日になりそうで、参議院での審議が終われば、いよいよ社会保障・税一体改革の審議も始まるに違いない。その前に一波乱あるのかどうか、よくわからない。
□野田・谷垣会談は、好ましいことだ
党内では、依然として消費税の引き上げに反対する小沢グループの動きが続いているようだが、野田総理は先週実施された党首討論で、51対49になっても法案化して国会の審議にかけていく決意を表明された。野田総理の不退転の決意は固く、何としても実現しなければ、という意志の強さを感じて頼もしい。マスコミの報道によれば、先月25日に野田総理と谷垣自民党総裁の極秘の会談が持たれたと報じられているのだが、実際にあったのかどうか、あったとしたらどんな内容だったのか、気になることは確かである。3月2日にNHKテレビに生出演した谷垣総裁は、「消費増税については自民も民主も共通だ。選挙後はどっちが勝とうと足を引っ張ることはできない」と述べ、野田総理が解散を先行させれば総選挙後に自民党が消費増税法案に賛成できる、との考えを示したことは大きな意味がある。もっとも、この法案を通して解散総選挙に至ればもっと良い解決方法だと思うのだが、期待しすぎだろうか。今政界の中では消費税の引き上げに賛成する勢力と反対する勢力が混在しており、特に民主党内の一部グループや連立与党である国民新党も反対しているし、自民党内でも反対する勢力が「上げ潮派」を中心に存在している。それだけに、政界の再編成にも目を配らなければならないわけで、いつも指摘するように、今後の政局の展開から目が離せない。もっとも、政府にとって重要な物事が決められない「衆参の捻じれ」という統治機構上の大問題の解決こそ、今一番改革が求められているわけで、消費税の引き上げだけでなく、そうした課題の解決こそ野田・谷垣会談では論議をしてほしいものだ。
□社会保障の「世代間格差」は、そんなに大問題なのか
　さて、最近の社会保障改革論議の中で気になる問題がある。「世代間の格差」という問題であり、例えば年金についての厚生労働省試算によると、標準的なサラリーマン世帯で、今の72歳(1940年生まれ)の年金受給額は支払保険料の6.5倍だが、32歳(1980年生まれ)以下の世代は2.3倍にとどまる。また、年金だけでなく医療や介護など社会保障サービスの全体収支では、55年以降に生まれた世代は負担の方が多くなり、85年生まれ以降だと一割以上のマイナスとなる。新聞もテレビも、若者が保険料を納付しなくなるのは当然だ、といわんばかりの報道をしている。こう問題指摘から始まる「年金制度改革論」を書かれた佐藤卓己京大大学院准教授の、3月2日付け北海道新聞紙上でのコメントに同感だ。すなわち、「今の高齢者もかつて現役であったとき、当時の高齢者を扶養したのである。年金制度は世代間の互酬性システムとして好循環してきた。不公平かどうかは年金負担の金額ではなく、実際に現役世代と高齢者世代の生活水準にどれだけの差が出るか、その点に絞って議論すべきではあるまいか。」そして、映画「三丁目の夕日」の舞台となった60年代と、今の2010年代で現役世代と高齢者世代の生活レベルの差が拡大したとはどうしても思えない、と述べておられる。全く同感である。
□少子高齢化でも、わずかな経済成長があれば、若者も今より貧乏にならない
「格差がある」という事実と、その格差が「不公平である」ということは分けて考えるべきである。確かに、世代間の負担と給付の比率で見たとき、格差があることは事実である。その際考えるべきは、高齢者の年金を支える現役の生活水準が、今より低くなるなら問題だろうが、人口の伸びを前提に、どれくらいの経済成長があれば現役世代や高齢世代が今の生活水準が維持していけるのか、慶応大学の権丈教授によるやや古い推計ではあるが、わずか0.5%程度あれば十分であるという(注)。つまり、わずかな成長さえあれば、今よりは生活水準を下げることなく高齢者の年金水準を維持していくことは可能であり、いたずらに格差があることに対して、それが不公平であると強調する議論の横行に対して、きちんと反論すべきである。とりわけ，橋下大阪市長の「船中八策」の中の年金について「掛け捨て年金」であるとか、高額所得層の年金を機械的に放棄させる政策などを見たとき、社会保険方式を土台にした現行方式を、根底から崩してしまうような政策には到底支持することはできない。
□画期的だった2004年の年金制度改革
もちろん、公的年金制度を維持可能なものにしていくためには、これまでも歴代政府は改革に努力をしてきたわけで、特に2004年の年金制度改革は、実に画期的なものであった。それは、1990年代の国際的な年金改革の潮流を受けて、約20年間かけて到達する保険料の上限を設定し(国民年金は18,300円　厚生年金は18.3%を上限に)、マクロ経済スライドという年金給付水準の調整方式を導入したことである。それまでは5年に一回の国勢調査の結果を受けて、給付と保険料双方を調整しながら制度改正をしてきたが、年金不信を招くと評判が悪く、段階的な保険料率を毎年引き上げつつ、人口の伸びや賃金や物価の伸びを踏まえて自動的に(消費者物価指数が1%以上になれば、0.9%引き下げる)給付額を調整していく仕組みに切り替えたのである。残念なことに、消費者物価はデフレのためマクロ経済スライドが機能しなかったため、本来は所得代替率が59%からやがては約50%へと低下していくことを想定していたのに、逆に62%へと上昇してしまったわけで、今後、デフレ下のマクロ経済スライドを発動することが大きな課題の一つになっている。世代間格差を考えるときは、所得代替率も指標として重要だが、どのくらいの年金水準が確保できるのか、という点も考える必要がある。その際、労働力率の向上は、低賃金労働に従事する方たちが多く参入すれば、所得代替率の改善には役立っても、所得水準の向上にはあまり貢献しない。やはり、イノベーションによる生産性の向上であり、労働力の質の向上が重要で、おそらく教育が果たす役割が大きいわけで、年金基金の奨学金への利活用ということも考えられてよいだろう。今後検討すべき重要な課題の一つである。
□支給開始年齢引き上げとデフレ下のマクロ経済スライド改革が重要だ
このような改革が進められれば、年金受給者も保険料拠出者もお互いに支えあいながら制度を持続することは可能である。また、高齢社会になっても、女性の労働力率向上や65歳からの支給開始年齢の引き上げについても、見直しが必要になることは言うまでもないが、日本の現状は65歳への男性の年金支給開始年齢引き上げがようやく終わり、これから女性の引き上げが始まるわけで、そのテンポを速めつつ定年延長といった雇用との接続を図りながら、今後中期的に解決すべき重要な課題と言えよう。
□積み立て方式による確定給付企業年金は大問題ではないか
年金の論議の中で、公的年金ではないが民間による積み立て方式による確定給付年金や確定拠出年金という問題が大きくクローズアップされている。それは、前号でも問題にした投資顧問会社AIJによる約2,000億円に上る損失問題であり、ようやくその全貌や問題点が浮かび上がってきた。ここで問題にしたいのは、厚生年金基金(企業年金)、国民年金基金、私的生命保険という積み立て方式で確定給付になっている年金には、そもそも根源的な問題が存在していることである。それは、金融環境が大きく変わり、積立額の運用利率が大きく変動(低下)しているにもかかわらず、予定利率が5.5%と固定されており、その実現が今日ではまず不可能になっているのに、大きな改革がなされず、ほぼそのままの仕組みが依然として存続しているようだ。そのために、投資顧問会社に運用を任せても、とても5.5%実現できる投資環境にないのに、それを実現すると約束したAIJのように詐欺行為を招きやすい危険性がある。さらに問題なのは、それを許している厚生労働行政や金融行政であり、その罪は重いと言わざるを得ない。この点の根本的な改革を進めるよう、強く求めたいものである。
　(注)権丈善一『再分配政策の政治経済学----日本の社会保障と医療』(慶應義塾大学出版会2001年刊)の「第4章　日本における少子高齢化危機論への疑問」より
